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本
年
３
月
25
日
に
開
催
さ
れ
た
評

議
員
会
に
て
２
０
２
６
年
度
予
算
が
、

ま
た
６
月
29
日
に
開
催
さ
れ
た
評
議

員
会
に
て
２
０
２
５
年
度
決
算
が
そ

れ
ぞ
れ
承
認
さ
れ
ま
し
た
。
塾
生
や

保
護
者
等
の
皆
様
、
卒
業
生
、
寄
付

者
を
は
じ
め
と
す
る
関
係
者
の
皆
様

の
日
頃
の
ご
支
援
に
感
謝
申
し
上
げ

ま
す
と
と
も
に
、
以
下
、
各
々
の
概

要
と
慶
應
義
塾
の
財
政
状
況
に
つ
い

て
ご
報
告
い
た
し
ま
す
。

２
０
２
５
年
度
決
算
の
概
要

　

事
業
活
動
収
支
決
算
で
は
、
収
入

が
２
２
３
２
億
円
、
支
出
が
２
０
５

１
億
円
と
な
り
、
基
本
金
組
入
前
の

当
年
度
収
支
差
額
は
１
８
０
億
円
の

プ
ラ
ス
（
収
入
超
過
）
と
な
り
ま
し

た
。
さ
ら
に
、
基
本
金
を
組
み
入
れ

た
後
の
最
終
的
な
収
支
に
つ
い
て
も
、

８
億
円
の
プ
ラ
ス
（
収
入
超
過
）
と

な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
基
本
金
組
入

前
の
収
支
は
当
初
予
算
を
１
８
５
億

円
上
回
る
大
幅
な
プ
ラ
ス
と
な
り
、

事
業
活
動
収
支
差
額
比
率
は
中
期
計

画
の
目
標
で
あ
る
８
・
０
％
を
超
え

る
８
・
１
％
を
達
成
し
ま
し
た
。 

　

収
入
面
で
は
、
医
療
収
入
が
過
去

最
高
を
更
新
し
た
こ
と
に
加
え
、
資

産
運
用
に
よ
る
受
取
利
息
・
配
当
金

が
予
算
を
大
き
く
上
回
り
ま
し
た
。

さ
ら
に
、
医
療
現
場
の
勤
務
環
境
改

善
や
物
価
高
騰
対
策
に
関
す
る
補
助

金
、
修
学
支
援
制
度
に
係
る
補
助
金
、

不
動
産
売
却
収
入
な
ど
、
多
様
な
収

入
を
確
保
で
き
ま
し
た
。
寄
付
金
に

つ
い
て
は
、
施
設
設
備
寄
付
金
や

１
０
０
億
円
超
の
株
式（
現
物
寄
付
）

の
受
け
入
れ
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、

全
体
の
実
績
が
予
算
を
大
幅
に
上
回

り
ま
し
た
。
研
究
費
に
つ
い
て
も
、

大
型
の
外
部
補
助
金
（
世
界
ト
ッ
プ

レ
ベ
ル
研
究
拠
点
プ
ロ
グ
ラ
ム
﹇
Ｗ

Ｐ
Ｉ
﹈
や
地
域
中
核
・
特
色
あ
る
研

究
大
学
強
化
促
進
事
業﹇J-PEA

K
S

﹈

な
ど
）
の
獲
得
や
新
規
受
託
研
究
の

採
択
に
よ
り
付
随
事
業
収
入
も
増
加

し
ま
し
た
。

　

支
出
面
で
は
、
教
育
・
研
究
・
医

療
の
活
動
を
支
え
る
経
費
の
計
上
に

加
え
、
将
来
の
財
政
負
担
を
軽
減
す

る
た
め
、
創
出
さ
れ
た
キ
ャ
ッ
シ
ュ

を
活
用
し
て
年
金
な
ど
の
引
当
金
を

積
み
増
し
、
財
務
の
健
全
性
を
高
め

る
取
り
組
み
を
進
め
ま
し
た
。
ま
た
、

２
０
２
５
年
度
の
学
校
法
人
会
計
基

準
改
正
に
よ
り
、
賞
与
引
当
金
の
計

上
が
必
要
に
な
っ
た
た
め
、
初
年
度

と
な
る
今
回
は
過
年
度
分
を
一
括
計

上
し
た
こ
と
で
、
一
時
的
に
会
計
上

の
支
出
が
増
加
し
ま
し
た
。
な
お
、

資
金
収
支
決
算
に
お
け
る
施
設
・
設

備
関
係
支
出
に
は
、
各
地
区
の
カ
ー

ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
対
策
（
照
明
器
具

の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
、
Ｓ
Ｆ
Ｃ
で
の
太
陽
光

発
電
設
備
設
置
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
見

え
る
化
対
応
な
ど
）
や
、
信
濃
町
地

区
で
の
Ｗ
Ｐ
Ｉ
の
整
備
事
業
に
伴
う

支
出
等
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

慶
應
義
塾
財
政
の
近
況

２
０
２
６
年
度
予
算
の
概
要

　

２
０
２
６
年
度
予
算
は
、
教
育
・

研
究
・
医
療
の
活
動
を
安
定
的
に
支

え
る
こ
と
を
第
一
と
し
つ
つ
、
経
費

予
実
差
の
縮
減
に
向
け
た
取
り
組
み

を
継
続
し
、
必
要
な
支
出
予
算
は
確

保
し
な
が
ら
も
総
額
と
し
て
の
抑
制

を
図
る
方
針
で
編
成
し
ま
し
た
。
施

設
・
設
備
関
係
支
出
や
Ｉ
Ｔ
・
Ｄ
Ｘ

投
資
な
ど
に
つ
い
て
個
別
に
シ
ー
リ

ン
グ
目
標
を
設
定
し
、
各
部
門
予
算

に
お
い
て
も
前
年
度
予
算
を
下
回
る

支
出
予
算
の
実
現
を
目
指
し
ま
し
た
。

　

こ
の
結
果
、
２
０
２
６
年
度
事
業

活
動
収
支
予
算
は
、
基
本
金
組
入
前

の
収
支
が
24
億
円
の
マ
イ
ナ
ス
（
支

出
超
過
）、
最
終
的
な
当
年
度
収
支

も
84
億
円
の
マ
イ
ナ
ス（
支
出
超
過
）

と
な
り
ま
し
た
が
、
当
年
度
収
支
に

つ
い
て
は
前
年
度
予
算
比
で
29
億
円

改
善
し
て
い
ま
す
。

　

収
入
面
で
は
、
ス
ラ
イ
ド
制
に
よ
る

学
費
収
入
の
増
加
や
大
学
病
院
の
入
院

稼
働
率
増
等
に
伴
う
医
療
収
入
の
増

加
が
増
収
に
寄
与
す
る
見
込
み
で
す
。

　

支
出
面
で
は
、
医
療
経
費
の
増
加

に
加
え
、
単
年
度
限
り
の
特
殊
な
要

因
と
し
て
、
大
学
病
院
の
電
子
カ
ル

テ
の
更
新
、日
吉
会
堂
（
高
等
学
校
）

の
改
修
、
医
学
部
総
合
医
科
学
研
究

棟
の
熱
源
装
置
交
換
等
に
よ
る
経
費

増
加
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。
こ
の
ほ

か
、
社
会
保
険
料
等
の
人
件
費
増
や

イ
ン
フ
レ
に
よ
る
経
費
上
昇（
Ｉ
Ｔ
・

Ｄ
Ｘ
の
ラ
イ
セ
ン
ス
費
、
維
持
費
な

ど
）
と
い
っ
た
恒
常
的
要
因
も
顕
在

化
し
て
き
て
お
り
、
引
き
続
き
支
出

管
理
の
精
度
向
上
と
収
入
基
盤
の
強

化
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。
な
お
施

設
・
設
備
関
係
支
出
に
は
、
各
地
区

の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
対
策
の

ほ
か
、
信
濃
町
地
区
に
お
け
る
Ｗ
Ｐ

Ｉ
整
備
事
業
や
幼
稚
舎
１
５
０
周
年

事
業
の
施
設
整
備
な
ど
の
支
出
が
含

ま
れ
て
い
ま
す
。

義
塾
財
政
の
今
後
に
向
け
て

　

義
塾
の
活
動
を
将
来
に
わ
た
り
安

定
的
に
継
続
す
る
た
め
に
は
、
収
入

の
確
保
と
費
用
の
管
理
を
丁
寧
に
積

み
重
ね
る
こ
と
が
不
可
欠
で
す
。
今

後
も
安
定
し
た
運
用
収
入
の
確
保
を

目
指
す
と
と
も
に
、
寄
付
金
を
は
じ

め
学
費
以
外
の
収
入
確
保
を
進
め
、

収
支
の
改
善
に
取
り
組
み
ま
す
。
一

方
で
、
構
造
的
な
社
会
保
険
料
負
担

の
増
加
や
イ
ン
フ
レ
に
よ
る
物
価
高

騰
の
影
響
は
今
後
も
し
ば
ら
く
続
く

こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。
教
育
・
研

究
・
医
療
を
支
え
る
安
定
し
た
財
務

基
盤
を
確
立
さ
せ
、
施
設
・
設
備
の

更
新
の
た
め
に
自
主
財
源
を
確
保
で

き
る
よ
う
、
今
後
も
財
政
改
善
に
取

り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。　

事
業
・
財
務
ペ
ー
ジ

　

予
算
・
決
算
の
詳
し
い
数
字
や
計
算
書
類
の

詳
細
（
注
記
事
項
・
附
属
明
細
書
を
含
む
）、

一
般
会
計
・
特
別
会
計
の
収
支
に
つ
い
て
は
、

慶
應
義
塾
公
式
Ｗ
ｅ
ｂ
サ
イ
ト
に
て
公
開
し
て

い
ま
す
の
で
ご
参
照
く
だ
さ
い
。
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支出の部
事業活動支出計 2,051.4 億円

収入の部
事業活動収入計 2,231.6 億円
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2025年度 事業活動収支

2025年度末 貸借対照表

※
図
表
の
数
字
は
、
四
捨
五
入
の
た
め
、
内
訳
の
合
計
と
一
致
し
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す

　2025年度の事業活動収支の流れを段階的に示したものです。医療
収入865.9億円と学生生徒等納付金597.6億円を中心に事業活動収
入計2,231.6億円を確保し、ここから教育研究経費1,107.6億円と人
件費828.2億円を中心とする事業活動支出計2,051.4億円を差し引い

　財政状態を表す2025年度末の貸借対照表では、資産（＝負債＋
純資産）の合計が5,414.6億円となり、前年度から282.5億円増加し
ました。増加の中心は固定資産で、なかでも、運用果実により事業
を行う基金や将来に備えた積み立てを含む特定資産が2,096.6億円
と、前年度から285.5億円増えたことが特徴です（主な積み立て状
況は図をご参照ください）。一方、負債は1,374.7億円となり、前年

た結果、基本金組入前当年度収支差額は180.2億円となりました。
収入の「その他」は施設設備寄付金、現物寄付を含みます。また、当
年度の支出には、年金引当金の追加繰入や学校法人会計基準の改正に
伴う賞与引当金の特別繰入といった一過性の要因が含まれています。

度から102.3億円増加しました。これは、学校法人会計基準の改正
に伴い賞与引当金47.1億円を新たに計上したことなどにより、流動
負債が増加したことが中心です。純資産も4,040.0億円となり、前
年度から180.2億円増加しました。この増加額は、事業活動収支の
基本金組入前当年度収支差額と一致しています。

（億円）

主な特定資産の積み立て状況


